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建設業法等の改正

一括下請負禁止について（判断基準の明確化）

監理技術者制度運用マニュアルの改正について

適正な下請契約に向けて

社会保険等未加入対策
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建設業法等の改正
（H28.6.1＆H28.11.1）
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【法改正】平成２８年６月１日からの変更内容① 近畿地方整備局

１．解体工事を施工する場合は、解体工事業の許可が必要となりました。
２．解体工事業の新設に伴う経過措置があります。（既に「とび・土工・コンクリート工事

業」の許可を得ている業者は、平成３１年５月３１日までは引き続き解体工事を請け負
うことができる等）

３．とび・土工・コンクリート工事業の「建設工事の内容」から「工作物解体工事」の削除
されました。

監理技術者資格者証の裏面に講習修了履歴が掲載されました。

基礎ぐい工事に係る技術者の技術力向上の観点から、国土交通大臣の登録を受けた
基礎ぐい工事に係る民間資格（基礎施工士）が追加されました。

業種区分について「解体工事」が新設されました

「とび・土工・コンクリート工事」に係る技術者要件が追加されました

監理技術者資格者証と監理技術者講習修了証が統合されました



【法改正】平成２８年６月１日からの変更内容② 近畿地方整備局

１．特定建設業許可が必要となる下請契約の請負代金額の下限についても同様に引き
上げられました。

２．民間工事において施工体制台帳の作成が必要となる下請契約の請負代金額の下限
についても同様に引き上げられました。

許可の種類 特定建設業 一般建設業

元請工事に
おける

下請金額合計

建築一式工事
以外

3,000万円以上
⇒ 4,000万円以上

3,000万円未満
⇒ 4,000万円未満

3,000万円以上
⇒ 4,000万円以上

は、契約できない

建築一式工事
4,500万円以上
⇒ 6,000万円以上

4,500万円未満
⇒ 6,000万円未満

4,500万円以上
⇒ 6,000万円以上

は、契約できない

工事現場に置くべき技術者 監理技術者 主任技術者

施工体制台帳
及び

施工体系図

民間工事 必要 不要

公共工事 H27.4.1以降に契約した公共工事は、下請契約を行った時点で作成が必要

監理技術者の配置が必要となる金額要件が緩和されました
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【法改正】平成２８年６月１日からの変更内容③ 近畿地方整備局

主任技術者又は監理技術者を専任で配置することが必要な建設工事の請負代金額が
引き上げられました。

公共性のある建設工事 該当する
該当しない

（個人住宅等）

請負代金額
（建築一式工事以外）

2,500万円以上
⇒ 3,500万円以上

2,500万円未満
⇒ 3,500万円未満

金額要件なし

請負代金額
（建築一式工事）

5,000万円以上
⇒ 7,000万円以上

5,000万円未満
⇒ 7,000万円未満

現場配置技術者
（監理及び主任技術者）

の現場専任
必要 不要 不要

現場配置技術者の専任が必要となる金額要件が緩和されました
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【法改正】平成２８年６月１日からの変更内容④ 近畿地方整備局

１．役員の範囲が拡大されました。

役員の範囲に、業務を執行する社員、取締役、執行役等のほか、これらに準ずる
地位にあり、許可を受けようとする建設業の経営業務の執行に関し、取締役会の
決議を経て取締役会又は代表取締役から具体的な権限委譲を受けた執行役員等
も追加されました。

２．確認書類が簡素化されました。

職務経験を確認するための書類を、請負契約の締結等経営業務に関する決裁
書等に代えて、取締役会の議事録や人事発令書等とします。

１．建設業許可申請書、変更届出書、経営事項審査申請書に法人番号（※）記載欄が追
加されました。

※行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）同法第３９
条第１項又は第２項に基づき、平成２８年１月１日より国税庁長官から指定・通知される番号をいいます。

許可行政庁が、社会保険への加入等の建設業者の状況について照会する際の
対象業者の特定が容易かつ正確になるよう、建設業許可申請書等に法人番号を
記載する欄を新設しました。

経営業務管理責任者の要件が緩和されました

申請様式書等に法人番号が追加されました（H28.11.1からの変更）



業種区分の新設（解体工事）について

建設業者建設業者

技術者

業種ごとに建設業許可 技術者

●実務経験
●資格（技術検定等）

建設業法

施工能力を有する
建設業者への発注

疎漏工事・公衆災害の防止
専門工事業の

地位の安定、技術の向上

小規模建設業者
土木工事請負額

500万円以下

業種に応じた技術者を
営業所や現場に確保・配置

28業種（S46制定）

●総合２業種
・土木
・建築

●専門26業種
・大工
・左官
・とび・土工

・
・
・

とび・土工

解体解体

今回解体工事業を新設する背景
・重大な公衆災害発生
・環境等の視点
・建築物等の老朽化 など

【許可の要件】
・技術力
・経営能力
・誠実性
・財産的基礎

解体の実務経験、資格を
有する技術者の配置が必要

建設業者建設業者

技術者

タイル・れんが・ブロック工事業

鋼構造物工事業

鉄筋工事業

ほ装工事業

しゅんせつ工事業

板金工事業

ガラス工事業

塗装工事業

防水工事業

内装仕上工事業

機械器具設置工事業

熱絶縁工事業

電気通信工事業

造園工事業

さく井工事業

建具工事業

水道施設工事業

消防施設工事業

清掃施設工事業

現在の業種区分
土木工事業

建築工事業

大工工事業

左官工事業

とび・土工工事業

石工事業

屋根工事業

電気工事業

管工事業

近畿地方整備局
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解体工事の内容、例示、区分の考え方について

建設工事の

種類（建設業
法別表）

建設工事の内容
（告示）

建設工事の例示
（ガイドライン）

建設工事の区分の考え方
（ガイドライン）

とび・土工・コ
ンクリート工事

イ）足場の組立て、機械器
具・建設資材等の重量
物の運搬配置、鉄骨等
の組立て、工作物の解
体※等を行う工事

ロ）～ハ） （略）

イ）とび工事、ひき工事、
足場等仮設工事、重量
物の揚重運搬配置工事、
鉄骨組立て工事、コンク
リートブロック据付け工
事、工作物解体工事※

ロ）～ハ） （略）

（略）

解体工事※ 工作物の解体を行う工事※ 工作物解体工事※ それぞれの専門工事において建設
される目的物について、それのみを
解体する工事は各専門工事に該当
する。総合的な企画、指導、調整の
もとに土木工作物や建築物を解体
する工事は、それぞれ土木一式工
事や建築一式工事に該当する。※

※ 平成２８年６月１日から施行。

告示：建設業法第二条第一項の別表の上欄に掲げる建設工事の内容（H26.12.25改正）
ガイドライン：建設業許可事務ガイドライン（H26.12.25改正）
ＨＰアドレス：http://www.milt.go.jp/common/001064710.pdf

（平成２６年１２月２５日改正）
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解体工事業の技術者要件に関する経過措置

○技術者要件に関する経過措置
平成３３年３月３１日までの間は、とび・土工工事業の技術者（既存の者
に限る。）も解体工事業の技術者とみなす。

（例１）平成２７年度までに合格した１級建築施工管理技士の場合

平成３３年３月３１日まで 平成３３年４月１日以降

●解体工事に関する実務経験無し
→解体工事業の技術者とみなす

●解体に関する実務経験１年以上又は登録
解体工事講習受講者
→解体工事の技術者

解体工事に関し１年以上の実務経験を有して
いる又は登録解体工事講習を受講していれ
ば、解体工事業の技術者となる

（例２）平成２７年度までに合格した２級土木施工管理技士（薬液注入）の場合

平成３３年３月３１日まで 平成３３年４月１日以降

解体工事業の技術者とみなす 解体工事業の技術者ではない
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とび・土工工事業の経過措置について

法公布（H26.6） 法施行（H28.6.1）

新設

（H31.6.1） （H33.4.1）

とび・土工工事業の許可で解体工事を
請け負うことができる（既に許可を得て
いる業者に限る）

とび・土工工事業

解体工事業

とび・土工工事業の許可業者
に対する経過措置

とび・土工工事業の技術者
に対する経過措置

とび・土工工事業の技術者（既存の者に
限る）も解体工事業の技術者とみなす

経過措置期間
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とび・土工工事業の新たな技術者要件（H28.6.1施行）

工事の種類 監理技術者資格

主任技術者資格

（左記の監理技術者資格に加え
以下の資格を規定）

とび・土工
・コンクリート工事

○１級施工管理技士
（建設機械・土木・建築）

○技術士

○実務経験者
*主任技術者要件に加え、
指導監督的実務経験を有するもの

○２級施工管理技士
（建設機械・土木・建築）

○技能士
（型枠施工、コンクリート圧送施工、

ウェルポイント施工、ブロック建築）

○地すべり防止工事士【民間資格】

○基礎施工士【民間資格】
※今回の省令改正で追加

○実務経験者
・大卒後３年以上の実務経験
・高卒後５年以上の実務経験
・１０年以上の実務経験

基礎ぐい工事問題･中間とりまとめを受け、基礎ぐい工事に係る技術者の技術力向上の観点から
、とび･土工工事業の主任技術者の要件に新たに、国土交通大臣の登録を受けた基礎ぐい工事
に係る民間試験（基礎施工士検定試験を想定）に合格した者を追加するよう整備

（建設業法施行規則の一部改正）
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監理技術者資格者証と監理技術者講習修了証の統合

元請業者が工事現場に専任で配置する監理技術者は、元請業者と直接的かつ恒常的な雇用関
係にある者で「監理技術者資格者証」の交付を受けており、かつ監理技術者講習を受けている
者の中から選任しなければならない。（建設業法第26条第4項）

選任された監理技術者は、当該選任の期間中のいずれの日においてもその日の前５年以内に
行われた講習を受講していなければならない。

現行の監理技術者資格者証（左）と監理技術者講習修了証（右）

（表面）

（裏面）

（表面）

（裏面）

（表面）

（裏面）

改善後の監理技術者資格者証
（平成２８年６月１日から統合）

統
合

氏 名 年 月 日 生 本 籍

住 所

初 回 交 付 年 月 日 交 付 年 月 日

交 付 番 号 第 号

監 理 技 術 者 資 格 者 証
平 成 年 月 日 まで有効

所 属 建 設 業 者 許可番号

有 す る
資 格
建 設 業 の 種 類 土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗しゆ 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

有 ・ 無

85.47ミリメートル以上

写 真

国土交通大臣
指定資格者証交付機関代表者

印

監理技

術者講

習修了

履歴

修了証番号：第 号 修了年月日：

氏名： 生年月日：

講習実施機関名： 印

資

格

者

証

備

考

氏 名 年 月 日 生 本 籍

住 所

初 回 交 付 年 月 日 交 付 年 月 日

交 付 番 号 第 号

監 理 技 術 者 資 格 者 証
平 成 年 月 日 まで有効

所 属 建 設 業 者 許可番号

有 す る
資 格
建 設 業 の 種 類 土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗しゆ 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清

有 ・ 無

85.47ミリメートル以上

写 真

国土交通大臣
指定資格者証交付機関代表者

印

備 考

※講習修了者がラベルを貼る又は建設業技術者
センターで修了情報を確認出来た場合は印字
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一括下請負禁止について（判断基準を明確化）

（H28.10.14)
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工事の一括下請負（丸投げ）

工事の一括下請負（丸投げ）とは、工事を請け負った建設業者が、施工において実質的に関与を
行わず、下請負人にその工事の全部又は独立した一部を請け負わせることをいいます。

建設業法では、これを「一括下請負」と呼び、原則として禁止しています。

一括下請負とは
発 注 者

元 請 負 人

一次下請負人

二次下請負人

下請契約

下請契約

一括して人に請け
負わせてはいけま
せん。

（第22条第1項）

一括して人から請け
負ってはいけません。

（第22条第2項）

下請負間でも
一括下請負は
禁止！

一括下請負は、公共工事については全面禁止！
民間工事についても原則禁止！

●請け負った建設工事の全部又はその主たる部分を一括し
て他の業者に請け負わせる場合

●請け負った建設工事の一部分であって、他の部分から独
立してその機能を発揮する工作物の工事を一括して他の
業者に請け負わせる場合であって、請け負わせた側がそ
の下請工事の施工に実質的に関与していると認められな
いものが該当します。

●一括下請は、公共工事については、全面禁止されています。

●民間工事は、発注者の書面による事前承諾がある場合を除き、禁止されています。

なお、平成18年の法改正により、一定の民間工事（多数の者が利用する一定の重要な施設等の工事）についても一括下請が
全面禁止されることとなりました。

近畿地方整備局
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②下請（①以外の者）が果たすべき役割①元請(発注者から直接請け負った者)が果たすべき役割

施工計画の
作成

○請け負った建設工事全体の施工計画書等の作成
○下請負人の作成した施工要領書等の確認
○設計変更等に応じた施工計画書等の修正

工程管理
○請け負った建設工事全体の進捗確認
○下請負人間の工程調整

品質管理
○請け負った建設工事全体に関する下請負人

からの施工報告の確認、必要に応じた立会確認

安全管理
○安全確保のための協議組織の設置及び運営、

作業場所の巡視等請け負った建設工事全体の
労働安全衛生法に基づく措置

技術的指導
○請け負った建設工事全体における主任技術者の

配置等法令遵守や職務遂行の確認
○現場作業に係る実地の総括的技術指導

その他

○発注者等との協議・調整
○下請負人からの協議事項への判断・対応
○請け負った建設工事全体のコスト管理
○近隣住民への説明

施工計画の
作成

○請け負った範囲の建設工事に関する施工要領書等の
作成

○下請負人が作成した施工要領書等の確認
○元請負人等からの指示に応じた施工要領書等の修正

工程管理 ○請け負った範囲の建設工事に関する進捗確認

品質管理
○請け負った範囲の建設工事に関する立会確認（原則）
○元請負人への施工報告

安全管理
○協議組織への参加、現場巡回への協力等請け負った

範囲の建設工事に関する労働安全衛生法に基づく措置

技術的指導
○請け負った範囲の建設工事に関する作業員の配置等

法令遵守

○現場作業に係る実地の技術指導※

その他

○元請負人との協議※

○下請負人からの協議事項への判断・対応※

○元請負人等の判断を踏まえた現場調整
○請け負った範囲の建設工事に関するコスト管理
○施工確保のための下請負人調整

⇒ 元請は、以上の事項を全て行うことが求められる ⇒ 下請は、以上の事項を主として行うことが求められる

○ 基本問題小委員会の中間とりまとめ（平成28年6月22日）において、実質的に施工に携わらない企業を
施工体制から排除するため、一括下請負の判断基準を明確化すべきと提言された。

⇒ 一括下請負の判断基準として、元請・下請それぞれが果たすべき役割を以下のとおり具体的に定め、
平成28年10月14日に通知を発出。（建設業団体、都道府県・政令市、主要発注機関宛）

（注）※は、下請が、自ら請けた工事と同一の種類の工事について、
単一の建設企業と更に下請契約を締結する場合に必須とする事項

一括下請負禁止の明確化について（H28.10.14通知）

「元請負人」とは下請契約における注文者で建設業者であるものをいい、
「下請負人」とは下請契約における請負人をいいます。 15
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中央建設業審議会･社会資本整備審議会 基本問題小委員会 中間とりまとめ 概要

基礎ぐい工事問題で提言された構造的課題等について平成２８年１月から計７回審議。中間とりまとめでは各課題について対応策を提示。

【建設企業の持続的な活動が図られる環境整備】

【建設生産システムの適正化】

【その他の課題への対応】 ○経営業務管理責任者要件のあり方：企業全体の経営に占める建設業経営の影響度、経営の規模・安定性の観点から、経営業務管理責任者要件のあり方について引き続き検討

○軽微な工事に関する対応：許可が不要とされる500万円未満の軽微な工事のみを請け負う者に対して、一定の関与を行うことについて、引き続き検討

施工体制における監理技術者等の
役割の明確化

施工の専門化・分業化が進み、元請と下請の技術者の役割の違いが顕著
となる一方、制度上、両者は区別されていない

元請と下請のそれぞれの技術者が担う役割を明確化

技術者の適正な配置のあり方 現在、請負金額のみで専任配置を規定しているが、難易度の低い工事等、
工事内容によっては専任は不要ではないかとの指摘

現行の請負金額一律の基準に、金額以外の他の要素を盛り込むことに
ついて、引き続き検討

実質的に施工に携わらない企業の
施工体制からの排除

商社や代理店等、工場製品等の取引のみで、施工管理を行わない企業が
存在。役割・責任の不明確化や不要な重層化を招くおそれ

一括下請負の禁止を徹底するため、その判断基準を明確化

【建設生産を支える技術者や担い手の確保・育成】

大量離職時代に向けた中長期的な
技能労働者の確保・育成

人と企業がともに成長する好循環を生む『人材投資成長産業』の実現
に向けた総合的な施策の展開

○キャリアに応じた処遇が図られるよう、技能労働者の経験や技能を蓄積する「建設
キャリアアップシステム」の構築 （平成２９年度に本格運用開始）

○社会保険加入の目標達成（平成29年度を目途に、企業単位で100％等）を目指し、対策を
強化

○人材の効率的活用に向け、施工時期の平準化、繁閑調整のための環境整備 等

建設業で働く高齢者の大量離職を目前に控え、担い手不足が懸念

これまで様々な担い手対策が講じられているが、依然、若者の高い離職率
等、解決すべき課題が存在

技術と管理能力に優れた技術者の
確保・育成と活躍

若手技術者の入職の減少等、優れた技術者の確保が求められる一方、技
術検定の受検者数が減少

受検機会の更なる拡大に向けた技術検定制度の見直し（２級学科試験
の受験機会の年２回化等）

地域の中小建設企業の合併や事業
譲渡等が円滑になされる環境整備

経営者の高齢化が進み、中小建設企業等で後継者問題が高まり。合併や
廃業する企業の事業承継が円滑に行われる環境整備が必要

合併時の許可や経営事項審査の手続を迅速化・簡素化し、空白期間の
短縮や、手続き上の負担を軽減
また、廃業する企業の技術者の新会社への円滑な移行に向けた経審の
特例を導入

【その他の課題への対応】 ○大規模工事における技術者の複数配置の推奨：監理技術者等の補佐的な役割を担う技術者を配置することが望ましい旨、明確化

○建設生産物に用いられる工場製品に関する品質管理のあり方：工場製品の品質確保を図るため、これらを製造する企業等に対して、一定の制度的関与を設けることについて、引き続き検討

○デベロッパーからマンション管理組合に交付すべき図書の明確化：地盤情報等、提供すべき図書の内容について明確化

○建設工事紛争審査会の審査対象の拡大：施工品質をめぐる様々な紛争解決を図るため、「建設工事の請負契約に関する紛争」以外も審査の対象とするよう、引き続き検討

課 題 対 応 策

施工上のリスクに関する基本的考え方や協議項目等に関する基本的枠
組みについて指針を新たに策定

（指針には、特に事前調査の必要性や、関係者間の協議項目として、地中関連、設計
関連等の各々のリスク負担に関する考え方や協議事項を盛り込む）

民間工事では、地中の状況等、施工中に発現する可能性のあるリスクにつ
いて、負担の考え方や受発注者間が円滑に協議を行うための基本的枠組
みが整備されていない

民間工事における発注者・元請等
の請負契約の適正化
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監理技術者制度運用マニュアル 改正概要

１．趣旨

２．監理技術者等の設置

２－１ 工事外注計画の立案

・共同住宅を新築する建設工事の一括下請負全面禁止
（法改正H20.11.28施行）

２－２ 監理技術者等の設置

・監理技術者等は原則1名が望ましい旨明記
・出産、育児等は途中交代可を明確化（H27.7.30事務連絡）
・多年に及ぶ工事は途中交代可を明確化（H27.7.30事務連絡）

２－３ 監理技術者等の職務

・元請と下請の技術者の役割の明確化
・工場製品に関する品質管理のあり方
・大規模工事の補佐技術者の配置

２－４ 監理技術者等の雇用関係

・雇用関係を求める「その他政令で定める法人」の明記
（法改正H20.11.28施行）

・継続雇用制度の適用の取扱いの明確化（H28.3.28事務連絡）
・官公需適格組合の在籍出向の取扱い（H28.3.24国土建483号）
・企業集団の在籍出向の取扱い（H28.5.31国土建119号）

３．監理技術者等の工事現場における専任

・公共性のある重要な建設工事（法改正H20.11.28施行）
・専任を要しない期間の明確化（H21.6.30国総建75号）
・専任等に係る取扱い（H26.2.3国土建272号）
・非専任期間における他の専任工事への従事
・余裕期間設定工事の技術者配置期間の明確化

（H27.7.30事務連絡）

４．監理技術者資格者証と監理技術者講習修了証の携帯

・資格者証と講習修了証の統合（施行規則改正H28.6.1施行）

５．施工体制台帳の整備と施工体系図の作成

・公共工事は下請金額によらず施工体制台帳の作成等義務づけ
（入契法改正H27.4.1施行）

６．工事現場への標識の掲示

７．建設業法の遵守

赤字：中建審・社整審基本問題小委員会中間とりまとめの提言を踏まえた改正 青字：過去の法令改正、事務連絡等の反映

＜全体的な修正＞

・金額要件の見直し反映（施行令改正H28.6.1施行）
下請金額3,000万円→4,000万円、4,500万円→6,000万円
請負金額2,500万円→3,500万円、5,000万円→7,000万円
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中建審・社整審基本問題小委員会中間とりまとめの提言を踏まえた改正 近畿地方整備局

①技術者の役割の明確化

②工場製品に関する品質管理のあり方

③大規模工事における技術者の複数配置の推奨

④非専任期間における他の専任工事への従事の考え方

※ H28.11.11までパブリックコメントを実施

https://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=155160317&Mode=0
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適正な下請契約に向けて
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法令違反等通報件数（近畿地方整備局） 近畿地方整備局
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何気ない取引にも違法な場合があります 近畿地方整備局

忙しかったので契約書を作らなかった
書面によらない契約は、元請負人、下請負人ともに建設業法第19条違反になります。民法上、請負契約は口約束でも成立しま

すが、内容が不明確、不正確で、言った・言わないの話しになりがちで、後日の紛争の原因となります。必ず書面で、着工前に契
約書を取り交わしましょう。

契約を変更する場合にも変更契約の内容を適正に書面化し、署名又は記名押印して相互に取り交わしておかないと、同様に紛
争の原因となります。

元請に契約書の締結を求めたら、注文書・請書で十分といわれた
注文書・請書による場合も、建設業法に定める事項を記載しておくことが必要であり、つぎの2つの方法が考えられます。
①建設工事の請負契約の当事者間でそれぞれ署名又は記名押印した基本契約書を締結し、相互に交付した上で、具体の取引

については注文書・請書を交換する。
②あらかじめ同意した基本契約約款を添付又は印刷した注文書及び請書にそれぞれ署名又は記名押印し交換する。
注文書・請書においては、基本契約書又は基本契約約款の取扱いを明確に位置づけるとともに、建設業法第19条第1項の各号
に定める事項について、いずれかの書面で記載されていることが必要です。

時間がないので直ぐに見積りを持ってくるよう下請に依頼した
注文者は、建設業法第20条第3項違反になります。

見積もり期間は、工事の予定金額に応じて定められています。500万円未満の工事であっても1日以上は必要です。適正な見
積期間を守りましょう。

工事の見積りを提出したら、一方的に納得できない金額まで下げられた

建設工事の請負契約の当事者は、各々対等な立場における合意に基づいて公正な契約を締結しなければなりません。

不当に低い請負代金で契約を締結することになれば、施工方法や工程等に無理な手段、期間等の採用を強いることとなり、手
抜き工事、不良工事等の原因ともなりかねないので、このような請負契約の締結はしてはなりません。（建設業法第19条の3）
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下請け契約までの在り方 近畿地方整備局

契約締結に至るまでの手順等について
（１） 契約締結に至るまでの手順

総合工事業者、専門工事業者間における契約締結に至るまでの望ましい手順は、次のとおり
です。

（２）契約締結に至るまでの手順の実施方法
契約締結に至るまでの手順である見積依頼、仕様書・図面等渡し、質疑応答、見積内訳の提示、

費用負担の取決めは、書面を用い、伝達事項の詳細について、総合工事業者、専門工事業者双方
の意思の統一を図る必要があります。
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下請代金の見積・決定について 近畿地方整備局

建設業法第19条第１項のうち第２号（請負代金の額）を除く工事内容、工期等の事項について、できる限り具体的な内容を提示
して依頼すること。

① 工事内容
② 工事着手の時期及び工事完成の時期
③ 請負代金の全部又は一部の前金払又は出来形部分に対する支払の定めをするときは、その支払の時期及び方法
④ 当事者の一方から設計変更又は工事着手の延期若しくは工事の全部若しくは一部の中止の申出があった場合における工

期の変更、請負代金の額の変更又は損害の負担及びそれらの額の算定方法に関する定め
⑤ 天災その他不可抗力による工期の変更又は損害の負担及びその額の算定方法に関する定め
⑥ 価格等（物価統制令（昭和21 年勅令第118 号）第2 条に規定する価格等をいう。）の変動若しくは変更に基づく請負代金の

額又は工事内容の変更
⑦ 工事の施工により第三者が損害を受けた場合における賠償金の負担に関する定め
⑧ 注文者が工事に使用する資材を提供し、又は建設機械その他の機械を貸与するときは、その内容及び方法に関する定め
⑨ 注文者が工事の全部又は一部の完成を確認するための検査の時期及び方法並びに引渡しの時期
⑩ 工事完成後における請負代金の支払の時期及び方法
⑪工事の目的物の瑕疵を担保すべき責任又は当該責任の履行に関して講ずべき保証保険契約の締結その他の措置に関する

定めをするときは、その内容
⑫ 各当事者の履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅延利息、違約金その他の損害金
⑬ 契約に関する紛争の解決方法

見積期間は、次のとおりとする。ただし、やむを得ない事情があるときは、第２号及び第３号の期間は、５日以内に限り短縮する
ことができる。
１ 工事一件の予定価格が500万円に満たない工事については、１日以上
２ 工事一件の予定価格が500万円以上5,000万円に満たない工事については、10日以上
３ 工事一件の予定価格が5,000万円以上の工事については、15日以上

依 頼 方 法

見 積 期 間

24
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下請契約について 近畿地方整備局

(1) 契約締結の方法
下請契約の締結に当たっては、建設業法第19条第１項の規定に従い、契約の内容を明示した適正な契約書を作成し、署名又

は記名押印をして相互に交付しなければなりません。また、契約の変更が発生した際には、その変更の内容を書面に記載し、署
名又は記名押印をして相互に交付しなければなりません。
① 工事内容
② 請負代金の額
③ 工事着手の時期及び工事完成の時期
④ 請負代金の全部又は一部の前金払又は出来形部分に対する支払の定めをするときは、その支払の時期及び方法
⑤ 当事者の一方から設計変更又は工事着手の延期若しくは工事の全部若しくは一部の中止の申出があった場合における工

期の変更、請負代金の額の変更又は損害の負担及びそれらの額の算定方法に関する定め
⑥ 天災その他不可抗力による工期の変更又は損害の負担及びその額の算定方法に関する定め
⑦ 価格等（物価統制令（昭和21 年勅令第118 号）第2 条に規定する価格等をいう。）の変動若しくは変更に基づく請負代金の

額又は工事内容の変更
⑧ 工事の施工により第三者が損害を受けた場合における賠償金の負担に関する定め
⑨ 注文者が工事に使用する資材を提供し、又は建設機械その他の機械を貸与するときは、その内容及び方法に関する定め
⑩ 注文者が工事の全部又は一部の完成を確認するための検査の時期及び方法並びに引渡しの時期
⑪ 工事完成後における請負代金の支払の時期及び方法
⑫工事の目的物の瑕疵を担保すべき責任又は当該責任の履行に関して講ずべき保証保険契約の締結その他の措置に関する

定めをするときは、その内容
⑬ 各当事者の履行の遅滞その他債務の不履行の場合
における遅延利息、違約金その他の損害金

⑭ 契約に関する紛争の解決方法

(2) 請負契約書の形態
請負契約書は、公共工事・民間工事とも右の①～③

のいずれかの方法により書面で作成しなければなりま
せん。
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検査・引渡し等 近畿地方整備局

(1) 工事完成の通知を受けてから、検査を完了するまでの期間
下請負人から工事完成の通知を受けたときは、元請負人は、当該通知を受けた日から20日以内でかつ、できる限り短い期間

内にその完成を確認するための検査を完了しなければなりません。（建設業法第24条の４第１項）

(2) 引渡しの申し出があってから、引渡しを受けるまでの期間
検査によって建設工事の完成を確認した後、下請負人が引渡しを申し出たときは、当該建設工事の目的物の引渡しを直ちに

受けなければなりません。（建設業法第24条の４第２項）
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下請代金の支払について 近畿地方整備局

（1） 引渡しの申出があってから支払いを行うまでの期間
下請代金の支払期日が規定されていないと、下請負人は元請負人から一方的に支払期日を遅らされたりする等、下請負人が

不当な不利益をこうむる恐れがあります。

元請負人は、注文者から請負代金の支払を受けた場合にのみ、一定期間内に下請代金を支払うことを義務づけられています

（建設業法第24条の３）が、下請負人の保護の徹底を図るために、特定建設業者は、注文者から支払を受けたか否かに関わら

ず、工事完成の確認後、下請負人（特定建設業者又は資本金額が4,000万円以上の法人は除く。）から工事目的物の引渡しの

申出があったときは、申出の日から50日以内に下請代金を支払わなければなりません。（建設業法第24条の５第１項）
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近畿地方整備局

(2) 発注者の支払を受けてから下請業者に支払うまでの日数
元請負人は、注文者から請負代金の出来形部分に対する支払又は工事完成後における支払を受けたときは、建設業法第24

条の３第１項の規定に従い、支払の対象となった工事を施工した下請人に対して、１ヵ月以内に相応する下請代金を支払わなけ

ればなりません。

下請代金の支払は、出来高払又は竣工払のいずれの場合においても、できる限り早く行うことが必要です。１ヵ月以内という支

払期間は、毎月一定の日に代金の支払を行うことが多いという建設業界の商慣習を踏まえて、定められたものですが、１ヵ月以

内であればいつでもよいということではなく、出来る限り短い期間内に支払われなければなりません。

(3) 前払金（中間前払金）を行う場合の支払方法
前払金の支払を受けたときは、建設業法第24 条の３第２項の規定に従い、下請負人に対して建設工事の着手に必要な費用を

前払金として支払うよう適切な配慮をしなければなりません。特に、公共工事においては、発注者（下請契約における注文者を除

く。）からの前払金は現金でなされるので、企業の規模にかかわらず、前払金制度の趣旨を踏まえ、受注者に対して相応する額

を、速やかに現金で前金払するよう十分な配慮をしなければなりません。
28



近畿地方整備局

(4) 支払方法
下請代金の支払は、できる限り現金払とし、現金払と手形払を併用する場合であっても、支払代金に占める現金の比率を高め

るとともに、少なくとも労務費相当分については、現金払としなければなりません。
下請代金の支払とは、法律上は原則として現金による支払と解されますが、一般の商慣習においては手形による支払が非常に
多く、又、手形の割引によって現金による支払とほぼ同等の効果も期待し得るので、建設業法では手形による支払を一律に禁止
することはせず、「割引を受けることが困難」なため、支払を受けたのと同等の効果を生じないような手形の交付のみ禁止してい
るところです。

(5) 手形期間
手形期間は、120日以内で、できる限り短い期間としなければなりません。

また、建設業法第24条の５第３項の規定に従い、当該下請代金の支払期日までに一般の金融機関による割引を受けることが
困難であると認められる手形を交付してはなりません。
「建設産業における生産システム合理化指針について」（平成３年２月５日付け建設省経構発第２号）において、『下請代金の支
払は、できる限り現金払とし、現金払と手形払を併用する場合であっても、支払代金に占める現金の比率を高めるとともに、少な
くとも労務費相当分については、現金払とすること。手形払を行う場合には、手形期間は、120日以内とすること。』としてその遵守
の徹底を図るよう通達しています。
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契約に関する違反事例① 近畿地方整備局

無許可業者との契約
建設業法第3条第1項の規定に違反して同項の許可を受けないで建設業を営む者と下請契約を

締結（無許可業者との契約）することは建設業法違反です。無許可業者と下請契約を締結した建設

業者は、建設業法第28条第1項第6号に基づき、営業停止等の処分となる。

なお、勿論のことながら、無許可で営業することは論外である。

【参考】無許可業者との契約の事例
例１）変更で５００万円を超えてしまった

当初契約時は５００万円未満であったことから軽微な工事扱いとなるため、許可を持たないA社と契約を締結

した。追加が色々発生したため、結果的にA社と５００万円を超える契約を締結してしまった。

例２）支給品を加味すると５００万円を超えていた
下請負契約：４５０万円（手間のみ）

材料支給品：１００万円相当（市場価格）

４５０万円＋１００万円＞５００万円となり許可がいる。

例３）下請業者が一式工事業しか持っていない
無許可業者との契約 又は 一括下請
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契約に関する違反事例② 近畿地方整備局

不当に低い請負代金の禁止

注文者は、自己の取引上の地位を不当に利用して、その注文した建設工事を施工するために通

常必要と認められる原価に満たない金額を請負代金の額とする請負契約を締結してはならない。

これに違反することは、建設業法第19条の3に違反するとともに、独占禁止法第19条及び20条に

も違反する。

指値発注
下請負人から見積をもらっても、下請負人と協議することなく一方的に値切ることは、指値発注と

なる。指値発注は、建設業法第19条の3に違反する可能性が非常に高いだけでなく、建設業法第

18条（建設工事の請負契約の原則）に違反する。
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建設工事紛争審査会

中央建設工事紛争審査会は、建設工事の請負契約をめぐるトラブルの解決を図る準司法機関で、
中央（国土交通本省）と各都道府県に置かれています。

工事の雨漏りなどの欠陥（瑕疵）があるのに補修してくれない、工事代金を支払ってくれないといっ
た建設工事の請負契約をめぐる紛争の解決を図るためには、建設工事に関する技術、商慣行などの
専門的な知識が必要となることが少なくありません。

建設工事紛争審査会（以下「審査会」といいます。）はこうした建設工事の請負契約に関する紛争に
ついて、専門家により、公正・中立な立場に立って、迅速かつ簡便な解決を図ることを目的として、建
設業法に基づいて設置された公的機関です。 （建設業法第２５条）

近畿地方整備局

審査会名 担当部局 住 所 電話番号

中 央
国土交通省土地・建設産業局
建設業課紛争調整官室

〒100-8918 東京都千代田区霞ヶ関2-1-3 03-5253-8111( 内24764)

福井県
土木部土木管理課

建設業グループ
〒910-8580 福井市大手3－17－1 0776-20-0468

滋賀県 土木交通部監理課建設業担当 〒520-8577 大津市京町4－1－1 077-528-4114

京都府
建設交通部指導検査課
建設業担当

〒602-8570 京都市上京区下立売通新町
西入藪ノ内町

075-451-8111(内5222)

大阪府
住宅まちづくり部建築振興課
建設指導グループ

〒559-8555 大阪市住之江区南港北1－14－16 06-6944-9345

兵庫県
県土整備部県土企画局総務課
建設業室

〒650-8567 神戸市中央区下山手通5－10－1 078-341-7711(内4576)

奈良県 県土マネジメント部建設業指導室 〒630-8501 奈良市登大路町30 0742-27-5429

和歌山県
県土整備部県土整備政策局
技術調査課建設業班

〒640-8585 和歌山市小松原通1－1 073-432-4111(内3070)

建設工事紛争審査会事務局（近畿地方整備局管内）

（注） ① 審査会は、建設業者を指導・監督したり技術的な鑑定を行う
機関ではありません。

② 不動産の売買に関する紛争、専ら紛争に関する紛争、工事に
伴う近隣者との紛争、直接契約関係にない元請・孫請間の紛争
などは取り扱うこととができません。 32



【参考】駆け込みホットライン 近畿地方整備局
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社会保険等未加入対策
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建設産業は､地域のインフラの整備やメンテナンス等の担い手であると同時に､

地域経済・雇用を支え､災害時には最前線で地域社会の安全・安心の確保を担う地域の守り手と

して、国民生活や社会経済を支える大きな役割を担う。

○（社）仙台建設業協会
3月11日地震直後より避難所の緊急耐震診断等を実施。

同日午後6時には若林区の道路啓開作業を開始。

作業後

【ミシシッピ川に係る高速道路橋の落橋事故
（2007年米ミネソタ州）】（出典：MN/DOT)

香川・徳島県境無名橋（鋼２径間単純トラス
橋）の落橋（２００７年）

【インフラメンテナンスの必要性】【災害の応急対応】
▼社会資本の老朽化による被害

現下の建設産業を取り巻く環境

中長期的なインフラの品質確保等のため、国土・地域づくりの担い手として、持続可能な建設産業の構築が課題。

近年の建設投資の急激な減少や競争の激化等により、建設企業の経営を取り巻く環境の悪化と、現場の技
能労働者の減少、若手入職者の減少といった構造的な課題に直面。

建設産業の役割と課題 近畿地方整備局

建設産業の役割
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（年度）出所：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については平成25年度まで実績、26年度・27年度は見込み、28年度は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。平成23年は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について平成22年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値

○ 建設投資額はピーク時の４年度：約84兆円から22年度：約41兆円まで落ち込んだが、その後、増加に転じ、28年度
は約52兆円となる見通し（ピーク時から約38％減）。

○ 建設業者数（27年度末）は約47万業者で、ピーク時（11年度末）から約22％減。
○ 建設業就業者数（27年平均）は500万人で、ピーク時（９年平均）から約27％減。

建設投資、許可業者数及び就業者数の推移
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就業者数のピーク
685万人（９年平均）

就業者数
ピーク時比
▲27.01%

500万人
（27年平均）

468千業者
（27年度末）

許可業者数
ピーク時比
▲22.2%

建設投資
51.8兆円

建設投資
ピーク時比
▲38.3％

許可業者数のピーク
600千業者（11年度末）

建設投資のピーク
84.0兆円（４年度）
就業者数：619万人
業者数：531千業者

近畿地方整備局
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○ 建設業就業者は、55歳以上が約34％、29歳以下が約11%と高

齢化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。
※実数ベースでは、建設業就業者数のうち平成26年と比較して

55歳以上が約4万人減少、29歳以下は同程度（平成27年）

出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省で算出出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出

技能労働者等の推移 建設業就業者の高齢化の進行

全産業（５５歳以上）

全産業（２９歳以下）

建設業：約３割が５５歳以上

建設業：２９歳以下は約１割

（※平成２３年データは、東日本大震災の影響により推計値。）

建設業就業者の現状
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近畿地方整備局
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近畿地方整備局

技能労働者の３割を占める高齢者の大半は、１０年後には引退の可能性

出所：総務省「労働力調査」

年齢階層別の建設技能労働者数
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建設業就業者数の将来推計 （日建連・長期ビジョン（2015年3月公表））

○ 将来の技能労働者数は、日本建設業連合会の推計によれば、建設投資が同規模で推移するとの見通しを踏まえ、
生産性向上による35万人の省人化を前提に、2025年度において293～315万人が必要（2014年は341万人）

○ 今後、技能労働者は団塊世代の大量離職等により約130万人が減少すると見込まれるため、90万人の新規入職者
（うち20万人は女性）を確保することが必要

○ このため、若者にとって魅力ある建設業を目指し、処遇改善を中心として担い手確保･育成対策の更なる強化を
図るとともに、新技術･新工法の活用、人材の効率的な活用等、建設生産システムの生産性の向上を図り、
官民一体となって将来の担い手確保に強い決意で臨む
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技能労働者数の現状と見通し

※2014年までの技能労働者数は総務省『労働力調査』、建設投資額は国土交通省『建設投資見通し』より引用

兆円
兆円 兆円兆円兆円

兆円

331万人

＜ケースＡ＞ アベノミクスが着実に発現する場合（経済成長率が名目３％以上等を想定）
＜ケースＢ＞ 経済成長が足許の潜在成長率並みの場合（経済成長率が名目１％台半ば等を想定）

日本建設業連合会『再生と進化に向けて～建設業の長期ビジョン』

◆
◆

◆ ◆

◆ ◆
◆

◆

342万人

334万人 335万人
338万人

341万人

建設投資額の推移

技能労働者数の推移

近畿地方整備局
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○ 建設業団体、公共発注者及び主な民間発注者に対し、技能労働者の適切な賃金水準の確保等を要請（通知）

○ 平成２５年度の公共工事設計労務単価の大幅な引き上げを受け、建設業団体、公共発注者及び主な民間発注者に対し、技能労働者の適切な賃金
水準の確保や社会保険等への加入徹底等を要請（通知）

技能労働者の処遇改善に向けた取組
技能労働者への適切な賃金水準の確保について（平成25年3月29日付け国土入企第36号）

太田国土交通大臣から建設業団体トップへの直接の要請 （平成25年4月18日）

○ 設計労務単価の大幅な引き上げを踏まえ、適切な価格での契約、技能労働者への適切な水準の賃金の支
払い、社会保険への加入の徹底等が行われるよう、建設業界挙げてのご理解と適切な対応をお願いしたい。

【国土交通省側】太田国土交通大臣、鶴保国土交通副大臣、松下国土交通政務官 他
【建設業団体側】日本建設業連合会、全国建設業協会、全国中小建設業協会、建設産業専門団体連合会

出席者

大臣発言のポイント

建設業団体の対応（抄）

○ ４月２５日 技能労働者の適正な賃金の確保等について決議（理事会）
○ ７月１８日 下請企業に対して、労務賃金の改善の要請、労務賃金の状況調査の実施な

どを決定（理事会）

日本建設業連合会
○ ４月２６日 技能労働者の適正な賃金の確保等について決議（理事会）
○ ７月２６日 適正な公共事業の執行についての取組の強化等を決定（理事会）

全国建設業協会

○ ５月２９日 技能労働者の適正な賃金の確保等について決議（理事会）
○ ８月１２日 更なる周知徹底、市町村の現状把握等を決定（正副会長会議）

全国中小建設業協会
○ ６月４日 技能労働者の適正な賃金の確保等について決議（通常総会）

建設産業専門団体連合会

○ 高木国土交通副大臣より建設業団体あて、適切な賃金の支払い等の要請
○ 今後も技能労働者の適切な賃金水準の確保等に向けて取組を加速化することを確認

「太田国土交通大臣から建設業団体トップへの直接の要請」フォローアップ会合（平成25年10月23日）

○ 高木国土交通副大臣より建設業団体あて、適切な賃金の支払い等の要請
○ 建設業団体、公共発注者及び主な民間発注者に対し、技能労働者の適切な賃金水準の確保等を要請（通知）

建設産業活性化会議（平成26年1月30日）
技能労働者への適切な賃金水準の確保について（平成26年1月30日付け国土入企第28号）

○ 北川国土交通副大臣より建設業団体あて、適切な賃金の支払い等の要請
建設産業活性化会議（平成27年2月12日）

○ 建設業団体、公共発注者及び主な民間発注者に対し、技能労働者の適切な賃金水準の確保等を要請（通知）
技能労働者への適切な賃金水準の確保について（平成27年1月30日付け国土入企第26号）

技能労働者への適切な賃金水準の確保について（平成28年1月20日付け国土入企第13号）

近畿地方整備局
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(１) 最近の労働市場の実勢価格を適切・迅速に反映

(２) 社会保険への加入徹底の観点から、必要な法定福利費相当額を反映 （継続）

参考：近年の公共工事設計労務単価の伸び率

注）金額は加重平均値、伸率は単純平均値

全 国（17,704円）平成27年２月比；＋４．９％（平成24年度比；＋３４．７％）

被災三県（19,457円）平成27年２月比；＋７．８％（平成24年度比；＋５０．３％）

全職種平均

平成28年2月の公共工事設計労務単価の引き上げについて

※ 被災三県における単価の引き上げ措置（継続）

全 国： H25 →H26 →H27 （H24比）
全 国：+15.1% → +7.1% → +4.2%（+28.5%）
被災三県：+21.0% → +8.4% → +6.3%（+39.4%）

単価設定のポイント

近畿地方整備局
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建設業における社会保険未加入対策の概要

関係者を挙げて社会保険未加入問題への対策を進めることで、

○ 技能労働者の処遇の向上、建設産業の持続的な発展に必要な人材の確保
○ 法定福利費を適正に負担する企業による公平で健全な競争環境の構築 を実現する必要がある

中央建設業審議会 「建設産業における社会保険加入の徹底について（提言） 」 （平成２４年３月）

○ 社会保険未加入対策推進協議会の設置 （H24.5～）
・建設業関係団体等８４団体、学識経験者、行政（国交省、厚労省）で構成

１．行政・元請・下請一体となった保険加入の推進

○ 経営事項審査における減点幅の拡大 （H24.7～）
・雇用保険、健康保険、厚生年金保険に未加入の場合の減点幅を拡大

○ 許可更新時等の確認・指導 （H24.11～）
・許可更新・経審・立入検査時に保険加入状況を確認・指導
・立入検査時には元請企業の下請企業への指導状況も確認
・指導に従わず未加入の企業は保険担当部局に通報

２．行政によるチェック・指導

○ 下請指導ガイドライン（課長通知）の制定 （H24.11～）
・元請企業は、施工体制台帳・再下請通知書・作業員名簿等により下請企業や

作業員の保険加入状況を確認・指導
・遅くとも平成２９年度以降は、

①未加入企業を下請企業に選定しない
②適切な保険に未加入の作業員は特段の理由が無い限り現場入場を認めない
との取扱いとすべき

４．社会保険加入に係る建設企業の取組指針の制定・浸透

○ 直轄工事の予定価格への反映 （H24.4～）
・事業主負担分及び本人負担分について、必要な法定福利費を予定価格に反映

○ 法定福利費を内訳明示した見積書の活用
・各専門工事業団体毎に法定福利費を内訳明示した「標準見積書」を作成し、

下請企業から元請企業への提出を開始（H25.9～）
・建設業許可部局の立入検査による見積書の活用徹底（H28.6～）

５．法定福利費の確保

○ 国土交通省直轄工事における対策の実施 （H26.8～段階的に実施）
・元請企業及び一次下請企業を社会保険加入企業に限定
・二次以下の下請企業についても未加入企業の通報・加入指導を実施

○ 地方公共団体発注の工事における対策の実施
・未加入業者の排除を図ることを、入札契約適正化法に基づき要請（H28.6）

３．公共工事における対策の実施

これまでの主な取組

■ 社会保険の加入に向けた対策の強化 （H29.4 以降）
○保険加入について元請企業の下請企業に対する指導責任の強化の検討
○直轄工事における未加入企業の排除（二次下請以下の対策を検討）
○建設業者等企業情報検索システムにおける未加入業者の「見える化」

■ 周知、啓発の徹底
○小規模業者を対象とした研修会の開催、簡易版の「見積書の作成手順
」の作成等により、見積書に関する周知・啓発

○全国での説明会開催等を通じ、適切な保険加入等について周知の徹底

○ 相談体制の充実
・各都道府県単位での相談窓口の設置や個別相談会の開催等、全国社会保険労

務士会連合会との連携を強化（H28.7～）

６．相談体制の充実

今後の取組み

・実施後５年（H29年度）を目途に、企業単位では許可業者の加入率100％、労
働者単位では製造業相当の加入状況を目指すことを目標として共有

・目標の達成に向け、それぞれの立場で社会保険未加入対策を推進することを申
し合わせ

・実施後５年（H29年度）を目途に、企業単位では許可業者の加入率100％、労
働者単位では製造業相当の加入状況を目指すことを目標として共有

・目標の達成に向け、それぞれの立場で社会保険未加入対策を推進することを申
し合わせ

近畿地方整備局
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「法定福利費を内訳明示した見積書の作成手順」について
近畿地方整備局
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建設業法 （昭和２４年法律第１００号）（抄）
（建設工事の見積り等）

第二十条 建設業者は、建設工事の請負契約を締結するに際して、工事内容に応じ、工事の種別ごとに材料費、労務費その他の経費の内訳を明
らかにして、建設工事の見積りを行うよう努めなければならない。

２・３ （略）

「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」の改訂等について（概要）

法定福利費を内訳明示した見積書の提出について

○ 法定福利費の確保のためには法定福利費を内訳明示した見積書の提出の更なる徹底が不可欠であり、
特に再下請負の場合の徹底が課題

○ このため、下請指導ガイドラインを改訂し、法定福利費を内訳明示した見積書について、以下のとおり明
確化する

ガイドライン改訂の主な内容

○ 「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」は、建設業における社会保険の加入について、元請企
業及び下請企業がそれぞれ負うべき役割と責任を明確にするため、平成２４年１１月に施行

○ 社会保険未加入対策の取組状況を踏まえ、ガイドラインを以下のとおり改訂するとともに、 「社会保険の
加入に関する下請指導ガイドラインの改訂等について」（課長通知）でその取扱いについて明確化する

①法定福利費を内訳明示した見積書が、建設業法第２０条第１項に規定する見積に該当すること

②再下請負の場合でも、元請・１次下請間の場合と同様に、法定福利費を内訳明示した見積書を提出
・尊重すること

（平成28年7月28日より施行）
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・元請企業は、作業員名簿に記載された作業員が、雇用されている労働者か、企業と請負関係にある者か疑
義がある場合は、作成した下請企業に確認を求めるなど、適切な保険に加入していることを確認すること

・下請企業は、労働者である社員と請負関係にある者を明確に区分したうえで、労働者である社員については
保険加入を適切に行うとともに、請負関係にある者については、再下請負通知書を適切に作成すること

「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」の改訂等について（概要）

適切な保険への加入が確認できない作業員の扱いについて

○ 「下請指導ガイドライン」では、「遅くとも平成２９年度以降においては、適切な保険に加入していることを確認
できない作業員については、元請企業は特段の理由がない限り現場入場を認めないとの取扱とすべきである」
としている

○ 特段の理由とは、工事の円滑な施工に著しい支障が生じる懸念がある場合を除き、以下のような場合に限定
するべきである

○ なお、仮に特段の理由により入場を認めた場合であっても、あくまで特例的な対応であり、引き続き加入指導
は行うべきである

雇用と請負の明確化について

○ 現場に入場する各作業員が就労形態に応じて入るべき保険を明確化するため、以下の方針を徹底すること
とする

ガイドラインの取扱いについて

①当該作業員が現場入場時点で６０歳以上であり、厚生年金保険に未加入の場合（雇用保険に未加入の場
合はこれに該当しない）

②例えば伝統建築の修繕など、当該未加入の作業員が工事の施工に必要な特殊の技能を有しており、その
入場を認めなければ工事の施工が困難となる場合

③当該作業員について社会保険への加入手続き中であるなど、今後確実に加入することが見込まれる場合

（「社会保険の加入に関する下請指導ガイドラインの改訂等について」（平成28年7月28日付国土建第429号）より
）
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社会保険未加入対策に関するＱ＆Ａ（よくある質問）の作成

社会保険未加入対策ページ

国交省HP トップページ

土地・建設産業ページ

Q&A（よくある質問）

平成２７年４月に、「社会保険未加入対策に関するＱ＆Ａ（よくある質問）」を作成し、国交省のホームページ
にて公表。

http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk2_000080.html

近畿地方整備局
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